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(1)はじめに

防災・減災ヌ寸策は、地震・津波等に対する被害想定を

1テい、下水道施設のアウトカム目標を言斐定し、その要求

機首皀を満たすように1灸討を1テう必要力ゞある。

(2)地雲・津波の被害想定

当ネ土では、さまざまなデー衣ベースをネ製合的に活用

した言羊細かつ多岐に1度る被害想定を行っている。

例えば、管きょ台帳・震度分布・PL値分布のGIS

デー女の重ね合わせにより、スパン単位での管きょの

被筈や汚水の澁水箇所等の特定や、津t皮浸水マップと

管きょ台帳や機器台帳の重ね合わせにより、津波浸水

による下水道機能の召矧杲の判断や処理区内への影糎功ゞ

予測できる。さらに、流出解析モデルを用いた津波シミ

ユレーションの実施により津波の堰上げ水イ立や浸水方

向、津波到達11割樹や滞詔H討剖の把チ屋が可能である。

(3)防災・減災ヌ寸策の提案事例

下力く道施設の被害想定より、市民生活への影響度お

よぴ復旧の難易度等を評価しながら、防災・減災対策を

考えていく必、要がある。当ネ土の1也震・津波ヌ寸策の提案事

例では、防災対策の総名頁力ξ約140イ意円となるところを、

要求機官巨の雁保に優先1順位を設定し、短期的な対策と

中長期的な文」策に分類、短期的な対策費を約20イ意円に

圧縮した。中長期的な防災対策となる施設は、詳細な被

害想定にて1酎屋した被害の種類やネ皮害量に基づいた減

災ヌ寸策を実施することにより、防災対策費用の縮減の

ほか、被害の4県減およぴ下水道サーピスの早期復旧を

図る1是案をtテつた。

(4)下水道BCPの留意点

下万く道BCPは、災沓発生時のヒト、モノΥ滴縦およ

ぴライフライン等の利用できる膨劉原に制限がある1犬況

下においても、適切な業矛芳執1子を行う耶を回的とした

言十画である。下水道BCPに求めら二11る1役大被災シナ

リオのヲ彩常H寺文寸応言十画は、現有りソースに不足してい
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る場合には、その立案が非僻託こ困難なものとなる。

このような場合、当ネ士では、現有りソースでの突現可

甫皀な非常氏歓寸応言卜画と理想的な非1弔時充j応計画のギイ

ツプ分キ斤をイテい、課題の明石企化と角弔決方法等の哥尋前対

策検言jを1テう事を1是案している。

ギャップ分オ斤を牙餓員問で行う事により、りソースや

指揮命令系統を石寉認することができ、発災時の1テ動が
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スムースになる

効果力ゞある。ま

た、この作業に

より、ネ皮リaこよ

る市民への下水

道サービスのイ氏

下力ゞ明石俊イヒさ寸1

るため、防災対

策の進展力ゞ図寸1

る列J果も期待で

きる。

このように、F

水道BCPはあ

る程度のギャッ

プをZ午容しな力ゞ

ら策定せざるを

1尋ない、そのた

め、下水〕首B C

PはPDCA手

法によるフ'ラッ

シュアップカゞ必

要と考える。

POCAサイウルによる

事繭対簸および、

訓放・枚1き改瞥計画
実行による、

BCP策定の要素

C亟亟亟王D

下水道BCPの

レペルアップ

'BC戸の鳧直し"

0

目じPω点殺

.

1富前封緊.
咽徐二三ゞj

PDCA手法

時"軸

上向
、
;
ー

〆
、
ゞ
ー

、ヤ
、

、
ゞξ

、
、
一4談獣蕊

、
一
一
,
、
、
'

ノ
]
 
1
 
、
{
 
d
 
1

、
ゴ

惰
報
岳
逹
・
揃
揮
0
令
系
銃

施速迅

1
'
玲
N
L

人
員
の
確
怪

一
」PC進

釜

下
一
Σ

山

臣

資
塑
村
の
敬
保

叉
L
、驫

7

§
1
、

"
●
、
+
モ
咋
 
1
、

優
先
度
な
ど
適
切
な
判
断

棲
告
壮
況
の
捻
塑

Y

.、

.
゛
t
 
r
-

-
d
、
 
r
-

^
弍
J
詮
吋
で
フ
ノ
^

一
、
^
、
、
"
、
,

肌
o
f
,
'
゛
ゞ
、
、
黙
ナ
ー
气
ノ

た
心
,
ゞ
 
J
-

゛
し
、
、
¥
、
具
一
"

角
入
>闘

纎
n
泳
靈

、
イ
 
U
 
゛

葉
務
羨
力

テキストボックス




